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令和 ３年

インボイス制度が必要な背景
【消費税の仕組み】

その課税期間（個人事業者は暦年、法人は事業年度）の基準期間（個人事業者は前々年、法人は前々

事業年度）における課税売上高が1,000万円を超える事業者は、消費税の納税義務者（課税事業者）と

なります。基準期間における課税売上高が1,000万円以下であっても、特定期間における課税売上高が

1,000万円を超えた場合は、その課税期間においては課税事業者となります。

消費税は、生産、流通などの各取引段階で二重、三重に税がかかることのないよう、課税売上げに係

る消費税額から課税仕入れ等に係る消費税額を控除し、税が累積しない仕組みとなっています。

【消費税の納税における請求書の役割】
「売上から一時的に受け取った消費税額」から「自分が支払った消費税額」は差し引いて納税するこ

とが認められています（これを「仕入税額控除」と言います）。このとき、「自分が支払った消費税

額」を正確に把握するために利用されるのが請求書です。そのため、請求書には正確に消費税額が把握

できるような情報が必要であることはもちろん、法律上保存しておくことが求められるのです。

令和５年１０月１日から導入、インボイス制度

インボイスとは？
インボイス制度（適格請求書等保存方式）とは、複数税率に対応した消費税の仕入税額控除の方式と

して、取引内容や消費税率、消費税額などの記載要件を満たした請求書などを発行・保存しておくとい
う制度です。要件を満たした請求書の保存が、仕入側の消費税の仕入税額控除を受ける要件となります。

適格請求書（インボイス）を発行できるのは、「適格請求書発行事業者」に限られ、この「適格請求
書発行事業者」になるためには、税務署長に登録申請書を提出し、登録を受ける必要があります。なお、
課税事業者でなければ登録を受けることはできません。

【消費税計算の仕組】



　

　

　
　

適格請求書交付の方法や留意点は、UBC情報にて今後も掲載いたします。 （参考：国税庁HP）
ご不明な点は、各担当者までお問い合わせください。

令和３年１０月より受付開始、適格請求書発行事業者の登録スケジュール

免税事業者はどうなる？
現行の消費税の制度においては仕入先が課税事業者か免税事業者かに関わらず、すべての課税仕入れに対して

一律に消費税が課税されているものとして仕入税額控除を行っています。つまり、仕入先の免税事業者が預かっ
た消費税を納めていなくても仕入税額控除の対象となり、国に納められていない消費税が仕入税額控除として控
除されていることになります。
今回のインボイス制度導入後は、前述の登録を受けた課税事業者である適格請求書発行事業者が交付する「適

格請求書」の保存がある場合に限り仕入税額控除が可能となります。
よって、事業者としては仕入税額控除が適用できないと納付する消費税が増加することとなるため、適格請求

書を発行できない免税事業者との取引が回避される可能性があることから、免税事業者にとっては適格請求書発
行事業者となるため、あえて課税事業者になるかどうかの判断を検討する必要があります。

免税事業者からの課税仕入れに係る経過措置
インボイス制度導入後も、免税事業者や消費者など、適格請求書発行事業者以外の者から行った課税仕入れに

係る仕入税額控除がすぐに認められなくなるわけではありません。
区分記載請求書等と同様の事項が記載された請求書等およびこの経過措置の適用を受ける旨を記載した帳簿を

保存している場合には、次の表のとおり、一定の期間は、仕入税額控除相当額の一定割合を仕入税額として控除
できる経過措置が設けられています。

期間
令和５年１０月１日～令和８年９月３０日まで
令和８年１０月１日～令和11年９月３０日まで

割合
仕入税額相当額の８０％
仕入税額相当額の５０％

現行の区分記載請求書と適格請求書（インボイス）の記載事項の比較

インボイス制度導入後に発行する請求書は今と何が変わる？

免税事業者が登録事業者になるには？
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